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 １ 経済変動の要因分解 

図Ⅱ－１ 県内総生産（生産側、名目）の伸びと経済活動別寄与度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ－２ 製造業の伸びと業種別の県内総生産（生産側・名目）に対する寄与度 

  

製造業の伸び率は４．６％（寄与度＋1．８%）で、金属製品（寄与度＋０．６%）、電気機械（寄与度＋０．５％）、輸送

用機械（寄与度＋０．３％）などがプラスに寄与しましたが、電子部品・デバイス（寄与度－０．２%）、一次金属（寄

与度－０．１％）などがマイナスに寄与しました。 

平成３０年度の名目経済成長率は１．６％で、製造業（寄与度＋１．８％）や運輸・郵便業（寄与度＋０．３％）な

どがプラスに寄与しました。不動産業（寄与度－０．２％）、その他のサービス（寄与度－０．２％）、宿泊・飲食サ

ービス業（寄与度－０．１％）などがマイナスに寄与しました。 

10



 

‐5.0

‐4.0

‐3.0

‐2.0

‐1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

(％)

１雇用者報酬

３企業所得（企

業部門の第１次

所得バランス）
２財産所得（非

企業部門）

県民所得の伸び

率

県民雇用者報酬県民所得の

伸び率

財産所得 企業所得

‐5.0

‐4.0

‐3.0

‐2.0

‐1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

(％)

民間最終消費支出

政府最終消費支出

民間住宅

民間企業設備

公的固定資本形成

在庫品増加

財貨・サービスの移出

入等

県内総生産（支出側）

の伸び率

県内総生産（支
出側）の伸び率

民間最終消費支出財貨・サービ

スの移出入等
民間企業設備

政府最終消費支出

 

図Ⅱ－３ 県民所得（分配）の伸びと項目別寄与度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ－４ 県内総生産（支出側、名目）の伸びと項目別寄与度 

  

県内総生産（支出側、名目）の伸び率は１．６％で、民間企業設備（寄与度＋３．５％）、政府最終消費支出

（寄与度＋０．４％）などがプラスに寄与しましたが、財貨サービスの移出入等（寄与度-２．３％）、民間最終

消費（寄与度－０．３％）などがマイナスに寄与しました。 

県民所得（分配）の伸び率は０．３％で、県民雇用者報酬（寄与度＋０．９％）、財産所得（寄与度＋０．２％）、

企業所得（寄与度－０．８％）となりました。 

寄与度･･･全体の変動に対して、各構成項目の変動がどの程度影響を与えているかを示す指標で、 

各寄与度の合計は全体の伸び率と一致します。 

寄与度 ＝ 前期における構成比 × 当期の前期に対する増減率 
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（１）経済活動別の構成比 

図Ⅱ－５ 経済活動別の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）製造業の業種別構成比 

図Ⅱ－６ 製造業の業種別構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済活動別に構成比をみると、「製造業」が３９．７％で最も大きな割合となっています。次に

「卸売・小売業」が８．５％、「不動産業」が７．２％となっています。 

 全国と比べると、製造業は全国より高い割合となっていますが、「情報通信業」や「金融・保険

業」は全国より低い割合となっています。 

製造業の構成比を業種別にみると、「電子部品・デバイス」が２１．２％で最も大きな割合となって

います。次いで、「輸送用機械」が１６．９％、「化学」が１１．７％などとなっています。 

全国と比べると、「電子部品・デバイス」、「その他の製造業」、「窯業・土石製品」、「金属製品」、

「石油石炭製品」、「化学」、「輸送用機械」などで全国より高い割合となっています。 
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図Ⅱ－７ 経済活動別（平成３０年度、平成２０年度） 

（４）製造業の業種別特化係数

図Ⅱ－８ 製造業の業種別（平成３０年度、平成２０年度） 

本県の産業構造の特徴を、全国を１とする特化係数でみると、「製造業」が１．９２で最も

高く、「鉱業」、「教育」、「運輸・郵便業」で１を超えています。 

また、平成２０年度と比べると、「鉱業」、「製造業」、「卸売・小売業」が上昇しましたが、

「建設業」、「農林水産業」、「不動産業」などでは低下しました。 

製造業の業種別に特化係数をみると、「電子部品・デバイス」が８．４５（２０年度７．８６）と最も

高く、「窯業・土石製品」、「その他の製造業」、「金属製品」、「石油・石炭製品」、「化学」、「輸

送用機械」で２を超えています。 

また、平成２０年度と比べると、「情報・通信機器」や「電気機械」などが上昇しています。 

特化係数・・・産業別構成比などが全国と比べて高いか低いかをみるもので、1.00 を超えると、

全国水準より比重が高く、その産業に特化していると言えます。 

ここでは、特化係数 ＝ 産業別構成比（三重県） ／ 産業別構成比（全国） としています。 

なお、産業別構成比（全国）は暦年値を用いています。 
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図Ⅱ－９ デフレーターの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図Ⅱ－１０ デフレーター（投入、産出）の推移 

 

 

平成３０年度のデフレーターは平成２９年度に比べ１．３ポイント下降し、１０１．８となりました。また、全国と比

較すると、平成３０年度で１．０ポイント下回っています。 

平成３０年度の産出のデフレーター、投入のデフレーターはともに、２年連続で上昇となりました。 
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外

か
ら

の
財

産
所

得
（
純

）
1
3
,7

4
4

 生
産

・
輸

入
品

に
課

さ
れ

る
税

7
5
1
,0

8
9

 生
産

・
輸

入
品

に
課

さ
れ

る
税

7
5
1
,0

8
9

 （
控

除
）
補

助
金

3
7
,0

1
9

 （
控

除
）
補

助
金

3
7
,0

1
9

 県
外

か
ら

の
そ

の
他

の

経
常

移
転

（
純

）
3
9
8
,0

5
0

 県
民

可
処

分
所

得
の

使
用

6
,7

0
2
,7

7
4

 県
民

可
処

分
所

得
6
,7

0
2
,7

7
4

 

 総
固

定
資

本
形

成
2
,3

0
0
,5

5
3

 総
固

定
資

本
形

成
2
,3

0
0
,5

5
3

 県
民

貯
蓄

1
,6

8
4
,7

0
0

 （
控

除
）
固

定
資

本
減

耗
2
,3

0
1
,5

5
5

 県
外

か
ら

の
資

本
移

転
等

（
純

）
3
2
,3

1
4

 固
定

資
本

減
耗

2
,3

0
1
,5

5
5

 在
庫

品
増

加
3
,9

9
8

 在
庫

品
増

加
3
,9

9
8

 （
控

除
）
統

計
上

の
不

突
合

▲
 1

8
3
,8

6
6

 純
貸

出
(+

)／
純

借
入

(-
)

1
,8

9
7
,8

8
4

 資
産

の
変

動
1
,9

0
0
,8

8
0

 貯
蓄

・
資

本
移

転
に

よ
る

1
,9

0
0
,8

8
0

 
正

味
資

産
の

変
動

 財
貨

・
サ

ー
ビ

ス
の

移
出

入
（
純

）
1
,2

7
2
,6

0
3

 財
貨

・
サ

ー
ビ

ス
の

移
出

入
（
純

）
1
,2

7
2
,6

0
3

 雇
用

者
報

酬
（
支

払
）

2
9
4
,4

3
8

 雇
用

者
報

酬
（
受

取
）

1
1
3
,2

6
5

 財
産

所
得

（
支

払
）

2
0
,4

0
2

 財
産

所
得

（
受

取
）

6
,6

5
8

 そ
の

他
の

経
常

移
転

（
支

払
）

4
0
6
,2

1
0

 そ
の

他
の

経
常

移
転

（
受

取
）

8
,1

6
0

 経
常

県
外

収
支

▲
 1

,8
6
5
,5

7
0

 統
計

上
の

不
突

合
▲

 1
8
3
,8

6
6

　
　

支
　

払
1
2
8
,0

8
3

　
　

受
　

取
1
2
8
,0

8
3

 県
内

総
生

産
8
,4

1
1
,3

6
2

 
 県

内
総

生
産

8
,4

1
1
,3

6
2

　
　

 （
市

場
価

格
）

　
　

 （
市

場
価

格
）

 

２
．

県
民

可
処

分
所

得
と

使
用

勘
定

受
取

支
払

１
．

県
内

総
生

産
と

総
支

出
勘

定

３
．

資
本

調
達

勘
定

（
実

物
取

引
）

４
．

県
外

勘
定

（
経

常
取

引
）
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